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政権交代期の日台関係 ：  

分析レベルの視角

石原忠浩

（台湾・国立政治大学日本研究プログラム助理教授 / 

国際関係研究センター助理研究員）

【要約】

1972 年の日中正常化と日華断交の結果、日台関係は「一つの中

国政策」の枠組みの下で「非政府間の実務関係」として維持、強化

されてきた。本世紀に入り台湾は 3 度の政権交代を実現した。日本

でも自民党主導の政権が長期に渡り継続する一方で、民主党政権に

よる政権交代を経験した。一方で日台間の実務交流は質量ともに増

大、深化してきた。

本稿では、国際関係を分析する際に援用される個人、国家、国際

システムという分析レベルを用い、馬英九政権から蔡英文政権間の

日台関係の流れを整理する。さらに日台実務関係の進展を促すこと

になった 2010 年 4 月の交流と協力強化の覚書、20 世紀末からの懸

案問題であった日台漁業取決め、2022 年に克服された福島食品安

全問題の事例を採り上げて検討する。
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問題と研究� 第 52 巻 2 号

－150－

一　はじめに

日台関係は、1972 年の日本と中華人民共和国との関係正常化、

その結果としての日本と中華民国の断交に伴う「一つの中国原則」

の枠組みの下で、「非政府間の実務関係」として長期にわたり発展

してきた。

民主化実現後の日台関係は、台湾は 3 度の政権交代を経験し、日

本でも自公連立政権が長期に渡り継続してきた一方で、2009 年か

らは 3 年 3ヶ月の民主党政権を経験し、2012 年 12 月以降は再び自

公連立政権が続いているが、その間も関係は着実に進展してきた。

本文では、国際関係を分析する際に引用される、ケネス・ウォ

ルツが提唱した個人、国家、国際システムというレベル分析を中心

に、断交後の日台関係を支えてきた経済文化交流と強化に代表され

る 2010 年の実務関係の協力と強化の覚書、領土問題が影響するな

ど大きな危機を伴いながらも妥結に至った 2013 年の「日台漁業取

り決め」、福島県周辺の食品輸入規制強化と規制緩和にかかる事例

を検討する。

二　日台関係分析の視角　先行研究分析

本章では現代の日台関係を分析するにあたっての関連先行文献に

ついて論じる。

1　日台通史的、 回顧録な文献

戦後の日華（台）関係の脈絡を理解するのに最適な研究が、川島

真らの共著『日台関係史 1945－2020 増補版』である（川島・清水・ 

松田・楊 2020）。同書の前半部分は、主に外交文書の一次資料に

基づく分析を行っている。第 9 章と第 10 章では、本稿と関連のあ
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る馬英九政権、蔡英文政権下の日台関係を論じている。

複数の台湾学者による断交後の日台関係を多面的に回顧した何思

慎・蔡增家（2009）の共編著は、1972 年から 2008 年までの日台関

係を多面的に論じている。同著では、日台政治経済関係の変遷、日

米安保体制下との関連、中国ファクター、日台議員交流、技術・学

術交流を検討し、台湾有識者の対日観や課題の一端が窺える。

中国人有識者にも日台関係の動向に関する論述があるが、その

代表的なものは中国の視点から、日台関係を、批判的に論じている

（巴殿君 2010）。

元外交当局者が記した関係者の回顧録として、陳水扁政権時代

に交流協会台北事務所代表の職にあった内田勝久と池田唯の論考は

実務家としての「台湾論」及び日台関係への視点が示唆に富んで

いる（内田 2006；池田 2010）。台湾側にも陳政権時代の台北経

済文化駐日代表を務めた羅福全、許世楷両代表が、退任後に回顧

録を発表しており台湾の視点が参考になる（羅福全 2012；許世楷 

2012）。馬英九前総統も総統退任後に回顧録を出版し、一部の章

節で在任中の対日関係の業績や自身の観点を語り、領土問題をはじ

め、当時の台湾側の政策決定の背景を伺い知れる（馬英九 2018）。

2　最近の日台関係動向の研究から

台湾問題、両岸問題を長期に研究している松田康博らがとりまと

めた研究成果は、馬政権下の台湾内政、両岸関係、日台関係等を分

析しているが、中国及び両岸関係 1 の動向は、台湾の対日関係はじ

1	 日本では中国（中華人民共和国）と台湾（中華民国）の関係は、「中台関係」と

記されることが多いが、本文では、中国及び台湾で常用される「両岸関係」で統

一する。
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め対外関係全般に多大な影響を及ぼす要素であり、日台関係を分析

する際に参考になる（松田 2014；松田・清水 2018；川上・松本 

2019）。

石原は、2012 年の論文で、「継続性」、「挑戦」などのキーワ

ードに留意し馬政権の第一期目の日台関係を論じた。当初は主権や

歴史認識において意見の相違が摩擦を引き起こしたが、実務交流の

制度的枠組みが整い、関係は安定するようになったと分析した（石

原 2012）。また 2016 年の論考では、実務交流枠組みの確立や信

頼関係の醸成のもとに、長年懸案であった日台漁業取り決めなどの

進展が見られた一方で政権末期に起きた食品、海洋などの議題で若

干の摩擦が生じたことで、民進党政権下での解決が待たれると指摘

した（石原 2016）。

福田円は、馬英九政権期で成熟、制度化された日台関係に焦点

を充て、これらの現象が蔡英文政権で継続されたか否かを分析した

（Fukuda 2019）。

尖閣諸島問題をはじめ、日台間では海洋問題における意見や利益

の相違がある一方で、2016 年には海洋協力対話が立ち上げられる

など共通の関心、利益に関する議題で対話のメカニズムが確立した

が、海上保安大学と中央警察大学の学術交流の基礎の下に台湾の海

洋問題を中心とした研究成果は、台湾の海洋部門の組織改編、日台

漁業取決め、中華台湾琉球ナショナリズムとの連鎖問題などを扱っ

た論考があり、新しい趨勢として注目に値する（河村 2019）。

中台の有識者の論考としては、台湾側の研究には尖閣諸島問題、

日台漁業取決めなどの問題を台湾側の立場から論じた時事評論的な

文献が散見される（王冠雄 2012；林賢參 2015）。何と楊は安倍政

権下の日台関係において、「一つの中国原則」などの構造的要素が

日台関係の進展を束縛するとして日中、両岸関係の要素が重要であ
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るとの指摘を行った（何思慎・楊雯婷 2020）。

中国側にも両岸関係、台湾の対外関係を研究する有識者による論

考がある。郭震遠は、馬政権の特質を反日政権ではないが、台湾の

利益を過度に強調するため日台間に齟齬がみられ、日本の台湾に対

する影響力は減退すると予測した（郭震遠 2009）。その他、馬政

権の対日アプローチの分析、馬政権下での日台関係の相互信頼関係

の弱まり、民主党政権の登場で日台関係が挑戦を迎えると展望する

論調が見られた（李秀石 2010；嚴安林 2010；徐曉迪 2010）。

蔡政権に対する論考では、親日の民進党政権、親台の安倍政権下

の日台関係では、大きな進展が予測されたが、「一つの中国」問題

という構造的要素、食品、海洋問題が発展を抑制しているとの指摘

がなされた（王鍵 2017；高蘭 2020）。一方で、中国の台頭と米

中関係の悪化に伴い、日米両国が海洋問題での協力を深め、台湾を

も巻き込み、中国の戦略に大きな挑戦となっているとの論考もある

（童立群 2018）。

最後に、時事的な論評では、月刊『東亜』に毎月連載されている

門間の論考（門間 2018）、交流協会の会報誌『交流』で松本、石

原らが台湾情勢に関し論じており（松本 2016；石原 2017abc）、

台湾情勢及び日台関係関係の整理と理解に有用である。

三　�日台関係分析の枠組みの検討 　ケネス ・ ウォルツ

の分析視角

ケネス・ウォルツ（Kenneth Waltz）は観察できる国際政治を想

像し、人間を第 1 イメージ、国家を第 2 イメージ、国際システムを

第 3 イメージとして国家の対外行動のパターンや国際政治の特徴、

戦争原因について考察している（ウォルツ 2013）。同書の翻訳を

担当した岡垣知子は、ウォルツの学術的貢献として、同人が従来、
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専攻していた数学から計量経済学、政治哲学に進む過程で国際政治

学が体系化されていないことに気が付き、国際政治学の体系化を目

指す契機になったと論じた（岡垣 2017）。

国際関係論の教科書とも言える、ジョセフ・S・ナイ ･ ジュニア

とデイヴィッド・A・ウェルチ（2017, 71-81）の著作でも分析の

レベルとして、人間、国家、国際システム 3 つのイメージを引用し

て、国際政治の事象を分析している。

日韓関係において、3 つのイメージの枠組を引用した例として

は、朴槿恵政権の対外政策決定過程に着目し、日韓軍事情報包括協

定について分析した論考があり、韓国の対日政策に引用した貴重な

論考である（林隆司 2014）。

日台関係の分析において引用する際には、個人に関しては、日

台双方の最高指導者である馬英九総統、蔡英文総統、安倍晋三総理

を中心に取り上げる。国家に関しては、日台双方が民主主義体制

が根付いた国であることを前提としながらも日本は内閣制度、台

湾は大統領制と議会制が同居する半大統領制度（semi-presidential 

system）に分類されていることに留意する他、台湾世論が日本以上

に原発や環境や食品安全問題に厳しい見方をとっていることに注意

する。国際システムにおいては、日台関係に影響する要素として、

日中関係、両岸関係、米中関係などの周辺環境に留意する。

四　日台関係の展開

本章では、2008 年以降の日台関係を日台内政、主要な国際環境

に留意して論じる。
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1　馬英九政権時代 2008-16 年

(1) 台湾の内外関係

馬英九政権時代の台湾内政は、2008 年の選挙で国民党は総統選

挙で勝利し、立法委員選挙でも単独過半数議席を獲得する「完全政

権」が確立した。2009 年、2010 年の地方選挙でも勝利し、さらに

2012 年の国政選挙でも総統選挙、立法委員選挙でも完全勝利を収

めた。しかし、2013 年 9 月以降の馬氏と王金平立法院長との政治

闘争や原発稼働停止の決定、そして 2014 年の統一地方選挙での惨

敗で求心力を失った形で第二次政権を終えることになった。

対外関係では、特筆すべきことは両岸関係の大幅な改善と進展が

あり、直接対話を通じて、三通が実現し、観光客はじめ人的往来は

爆発的な増加を示したほか 23 項目の「協定」に準ずる取決めが締

結された。2015 年 11 月には、戦後の中台分断以降、初の「中台首

脳会談」が馬氏と習近平国家主席との間でシンガポールで実施され

た 2。他国との関係は、中台間で国交を取り合わないという暗黙の了

解のもとに、日米欧などの先進国とは実務的関係の維持強化に専念

したことで、断交したのは一国にとどまった 3。一方で、オブザーバ

ーの身分ながら WHA への出席が認められるなど限定的ながら国際

組織への参与が可能になった。

2	 台湾では、両岸指導者の会見であったことから「両岸領導人会面」、あるいは中

台双方の姓をとって「馬習会談」と呼ばれる。
3	 2013 年 11 月に西アフリカのガンビアは「国家戦略利益」を理由に台湾との断

交を発表し、台湾側も数日後に同国との外交関係の終了を発表したが、この断

交劇については、中国は直接介入していなかったとされた（中華民國外交部 

2013c）。実際に中国がガンビアと国交樹立したのは、馬政権末期、蔡政権登場直

前の 2016 年 3 月であった ( 中國外交部 2023)。
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(2) 日本の内外関係

この時期、日本では政権交代も含め 6 人の総理が交代した。

2008-9 年は自民党政権であったが、参議院での与党議席が過半数

を割り込み、政権は不安定となり、2009 年の選挙で惨敗し下野し

た。2009 年に登場した民主党政権は、参議院での劣勢、経験不足、

政権運営の拙さに加え、権力闘争も起き、3 年間の政権で 3 人の総

理が入れ替わるなど安定せず、2012 年の総選挙で大敗を喫し、再

度の政権交代となった。同選挙で勝利した自民党は第二次安倍政権

が「安倍一強」とも称された安定政権を確立し、改革にも着手、実

現した。

対外関係では、日米関係は鳩山政権では普天間基地問題で緊張を

招いたが、日中関係が領土問題で緊張が高まると対米関係は急速に

改善され、安倍政権においては日米同盟は更に強化されることにな

った。日中関係は、福田麻生政権及び民主党の鳩山政権では最高の

時を迎えたが、尖閣問題に代表される海洋問題を巡り、2012 年の

「国有化」後は急速に悪化した。第二次安倍政権では対話は再開さ

れたがその関係改善の過程は緩慢であった。

(3) 日台関係

日台関係に関しては、馬政権発足後に起きた聯合号事件をめぐり

緊張が高まり、歴史認識をめぐり、度々摩擦も起きたが、徐々に制

度化された対話と協力の枠組みが形成されるに従い、関係は安定し

ていき、20 以上の実務議題における取決め、覚書が締結され、日

台関係者筋からも「1972 年以来最高の状態」との発言が散見され

るほどになった。一方で、福島周辺食品の輸入強化問題、沖ノ鳥島

をめぐる摩擦は、取り残された課題となった。
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同時期の日台関係に与えた影響としては、両岸関係の改善進展に

より、中国側は日台関係の実務関係の進展を妨げなかった事が指摘

できる。一方で、日本政治の不安定と政権交代は日台関係に与えた

影響は限定的であったといえる。

2　蔡英文政権時代 2016-23 年 

(1) 台湾の内外関係

蔡政権は、馬政権と同様に議会でも多数派を形成し「完全政権」

となった 4。蔡総統は政権発足直後から、年金改革、労基法改正など

果敢に国民の痛みを伴う改革に取り組んだ。その結果、2018 年 11

月の統一地方選は大敗し、党主席辞任を余儀なくされるなど一時は

政権交代必至とみられたが、その後は巻き返しに成功し、2020 年

1 月の選挙では圧勝し再選を果たした。再選直後から世界中で蔓延

した新型コロナウイルス対策も有効な防疫措置を講じ、医療資源の

逼迫を回避し、経済へのダメージも最小限に抑え込むことに成功し

た。しかし、長期政権の驕りがでたのか、2022 年の統一地方選挙

では惨敗し、党主席も辞任し、求心力に翳りが出ている。

両岸関係は、中国側は民進党が、一つの中国を各自が表述する

「92 年コンセンサス」を受け入れなかったことから直接対話は停

止し、準政府間の往来も激減した。2019 年以降は、中国軍による

台湾周辺空海域での軍事活動が常態化して、軍事的緊張が高まって

いる。一方で、経済関係は政治的緊張の影響を受けず、2021 年に

は過去最高の貿易額を記録した。対外関係は、両岸関係悪化の影響

を受けて中国に国交国を相次いで奪われ、2016 年 5 月の政権発足

4	 2000 年から 2008 年の陳水扁政権では、2001 年、04 年の立法委員選挙で第一党と

なったものの野党が多数派を形成し、政権運営に苦労した。
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時から 2023 年 3 月現在で 9 国減の 13 国と過去最低を更新してい

る 5。また国民党政権では WHA へのオブザーバー参加が実現してい

たが、蔡政権下では中国の妨害により 2017 年以降出席できなくな

った。米中関係の悪化に伴い、米国は中国の台湾への軍事力圧力を

高めていることに対し武器供与を増加させたほか、半導体を中心と

したハイテク領域の対中デカップリングの推進などもあり米台関係

は緊密化し、共和党から民主党に政権交代後もこの趨勢は持続して

いる。

(2) 日本の内外関係

第二次安倍政権は、国論を二分した安保法制の制定、「森友家計

問題」等のスキャンダルに直面しながらも国政選挙では無類の強さ

を見せ連戦連勝で安倍氏は日本の憲政史上最も長く総理を務めるな

ど多くの功績と課題を残した政権であった（アジア・パシフィック

・イニシアティブ 2022）。安倍氏の後を継いだ、菅政権は 1 年で

交代したが、後任の岸田総理は二度の国政選挙で圧勝し安定政権を

築きつある。

対外関係では、安倍氏が提起した自由で開かれたインド太平洋を

中心に日米同盟の維持と強化、インド、豪州も含めた QUAD の枠

組み、米国が脱退した後の CPTPP の妥結など法とルールに基づく

国際秩序の建設に主導的な役割を果たしている。

対中関係は、第二次安倍政権で 2018 年 10 月に安倍氏自身によ

る中国公式訪問を果たすなど尖閣諸島問題で悪化する以前の状態に

5	 2023 年 3 月末から 4 月上旬にかけて、蔡総統は友好国訪問と往復路で米国に立

ち寄ったが、外遊に立つ直前のタイミングで、ホンジュラスは中国と国交を樹立

し、台湾と断交した。
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戻った（松本はる香 2020, 第 2 章）。2020 年の春には習近平の公

式訪問も予定されていたが、新型コロナの感染拡大で延期され、そ

の後の米中関係の悪化、台湾海峡の緊張の高まりもあり、日中関係

は再度後退している。

(3) 日台関係

蔡総統は 2016 年 5 月の政権発足直後に、日台海洋協力対話の設

置を公表し、馬政権末期で緊張が高まった沖ノ鳥島問題を含めた海

洋問題を巡る摩擦を暫時封印することに成功した。しかし、最大の

懸案とされた福島県周辺食品の輸入規制問題は、野党と消費者団体

の強烈な反発もあり頓挫し、2018 年 11 月の住民投票で福島食品輸

入解除反対の事案が可決したことで、同問題の解決は遠のき、経済

関係などのさらなる進展の障害となったが、2022 年 2 月に台湾の

行政院は同規制を解除した。

同時期の日台国民レベルの感情の良さは継続し、観光客を中心

に人的往来も順調に発展したほか、日台交流機関の改名、日華断交

以来初の副大臣級の台湾への公務訪問など小さな突破もあった。そ

して、コロナ禍においては、台湾側からはマスクなど医療物資の支

援、日本側からは 420 万本のワクチン贈与などの好循環が続いた。

安保面では、台湾海峡における緊張の高まりもあり、安倍、菅、

岸田政権では異口同音に「台湾海峡の平和と安定」につき国内国外

で幾度となく言及するなど台湾有事に対する取り組みが議論されて

おり、2023 年 5 月に広島で開催された G7 広島サミットにおける成

果文書である首脳コミュニケでも「台湾海峡の平和と安定の重要性

を再確認する」との文言が盛り込まれた（外務省 2023）。

同時期の日台関係は、安倍総理と蔡総統に代表される双方の指導

者には日台関係を強化させる意志を表明していたが、台湾の内政事
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情、日本側の対中国関係改善重視の姿勢もあり、日台関係の進展の

幅と速度が一定の制約を受けた。しかし、コロナ禍における米中・

日中関係の悪化など国際環境の変化が、日台関係を直接間接的に促

進させる動きを助長している。

五　日台実務関係に関する事例研究

本章では、3 つの事例について個人、国家、国際システムによる

3 つのレベルによる分析を試みる。

1　2010 年交流と協力強化の覚書の締結

2008 年 5 月に発足した馬英九政権は、即座に両岸関係の対話を

再開し、大幅な関係改善が端緒についた一方で、日台関係は同年 6

月にレジャー船と海上保安庁船籍の衝突事故の聯合号事件が発生

し、短期間で収束したとはいえ一時的に緊張が高まった。その後、

台湾側からは日本重視の姿勢を示すため、同年 9 月頃から王金平立

法院長、蕭万長副総統に続き、馬総統本人までもが「台日特別パー

トナーシップ」を提起し、日本との全面交流を促進させることを唱

え、日本重視の姿勢を示した（自由時報 2008）。日本側は台湾側

の一方的な提起であったことから政府レベルでは静観した。

台湾外交部は 2009 年 1 月に、同年を「台日特別パートナーシッ

プ」促進年と位置づけ、経済貿易、文化、青少年、観光、対話の五

項目の交流を推進すると宣言した（総統府国家安全会議楊永明諮問

委員弁公室 2009）。その流れの中で 4 月にはワーキングホリデー

ビザに関する交換書簡、札幌事務所開設に関する書簡が締結された

ほか、12 月には航空業務に関する書簡も交換され、日台間では実

務交流の進展が進んだ。
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こうして日台関係の実務交流の在り方を模索する中で一つの形

となったのが 2010 年 4 月に公表された「交流協会と亜東関係協会

との間の 2010 年における日台双方の交流と協力の強化に関する覚

書」である（公益財団法人日本台湾交流協会 2010）。同覚書につ

いて、台湾メデイアは「日台断交後初めて締結された総合的協力、

交流にかかる文書」であると強調した ( 自由時報 2010)。同文書

の意義は、台湾側が一方的に公表した「特別パートナーシップ」と

異なり、日台双方が協議の上、合意した協力と交流に関する文書で

ある。

同覚書は「防災」、「海上安全秩序維持」、「経済」、「環

境」、「青少年交流」など 15 項目で日台間の交流と協力を強化す

るとしている。

その後の日台関係は、台湾側の統計によると、馬政権下では 28

件の「覚書」、「取決め」、「交換書簡」が合意された（中華民國

外交部 2015）6。日本側の最新の統計では、2008年 5月から 2023年

3 月までに 57 件の「覚書」などが合意されている（公益財団法人

日本台湾交流協会 2023）。

この事実は 2010 年の覚書締結後に日台双方は同枠組みを活用

し、台湾側が国民党政権から民進党政権へ、日本側も民主党政権か

ら自公政権へと変遷したにもかかわらず、日台実務交流の維持と強

化については継続性が観察されることである。

ここで、個人、国家、国際システムの順番で検討してみる。

個人レベルでは、馬総統は対日関係重視を内外にアピールする

中で、一方的に台日特別パートナーシップを提唱し関係強化を訴え

6	 2023 年 4 月末現在、同文書は Web 上では検索できないが作者は PDF ファイルを

所有している（查閱時間：2015/12/29）。
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た。当時の鳩山政権では、目立った日台関係強化の動きは確認でき

ないが、中国が警戒する高政治の議題でない限り、実務的な交流の

強化は概ね黙認していたといえる。

国家国内レベルでは、2009 年以降に日台双方が実施した双方の

国民感情に関する世論調査で相手国民や日台関係の進展を支持する

結果が出ており（公益財団法人日本台湾交流協会 2009；台北駐日

経済文化代表処 2011）、日台関係を良くすべきという誘因は双方

にあった。台湾では、当時野党の民進党は「国民党政権になって台

日関係は後退した」と批判していた ( 民主進歩党 2008)。日本メ

デイアにも馬政権誕生後に日台関係が冷え込んでいるとの指摘もあ

った（朝日新聞 2009）。外交部は、朝日新聞の報道後にすぐに反

対声明をだすなど（中國時報 2009）、馬政権には対日関係が後退

しているとの指摘に敏感になっており、対日関係を進展させる誘因

が強くあったといえる。

国際システムのレベルでは、馬政権下で両岸関係が大幅に改善

したことで、日台間の実務交流を推進しやすい外部環境が形成され

た点は見逃すべきではない。実際、2010 年には麻生、安倍、森元

総理が立て続けに台湾を訪問したのは、自民党が野党になっていた

事も関係があるが、安定していた両岸関係が背景にあったとみなせ

る。また、日中関係も鳩山政権においては、日中双方要人が頻繁に

会談するなど良好であり、日台関係の実務レベルの関係進展につい

ては大きな圧力をかける事は無かったことが関係している。

2　2013 年 4 月日台漁業取決め

海の憲法とも呼ばれる「国連海洋法条約」は、日本は 1996 年に

同条約を批准後、周辺国との間で同条約に基づき新たな漁業協定

の交渉を開始している。韓国とは、1998 年 11 月に署名、中国とも
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1997 年 11 月に署名している（石原 2017c）。台湾との漁業交渉の

展開は中国人学者が列挙したものを表 1 に整理した（朱 2013）。

日台間の交渉は正式な交渉に加え、予備会合も含めると、調印まで

実に 20 回の会合を要した。

表 1　日台漁業協議の時間と協議場所
協議 時間 場所 協議 時間 場所

第 1 回 1996.8.3 台北 第 12 回 2003.3.27-28 台北

第 2 回 1996.10.4 東京 第 13 回 2003.6.26-27 東京

第 3 回 1997.12.17 台北 第 14 回 2004.9.20-21 台北

第 4 回 1998.11.4 東京 第 15 回予備会合 2005.7.12 東京

第 5 回 1999.4.30 台北 第 15 回 2005.7.29 東京

第 6 回 2000.6.27-28 東京 第 16 回予備会合 1 2005.10.20-21 台北

第 7 回 2000.7.21-22 台北 第 16 回予備会合 2 2006.1.24 東京

第 8 回 2000.8.14-15 東京 第 16 回 2009.2.26-27 台北

第 9 回 2000.8.24-25 台北 第 17 回予備会合 1 2012.11.30 東京

第 10 回 2000.9.21-22 東京 第 17 回予備会合 2 2013.3.13 東京

第 11 回 2001.8.28-29 東京 第 17 回 2013.4.10 台北

資料元：朱中博（2013）。

馬政権成立後、2009 年 2 月に 3 年ぶりの第 16 回日台漁業協議が

開催されたが、進展はなかった。漁業交渉が進む契機となったの

は、2012 年 4 月石原東京都知事による尖閣購入構想の提起であっ

た。その後、同年 8 月の華人活動家、東京都議らの尖閣諸島への

「上陸合戦」を経て緊張が高まる中、9 月の野田政権における所有

権の移転を伴う「国有化」措置が行われた。右に対し、台湾外交部

は抗議の意として駐日代表の召還を命じ、同月下旬には活動家の抗

議漁船と「護衛目的」の海巡署船籍が日本の領海に侵入し、海上保
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安庁の船籍と放水合戦を演じたほか、台湾でも小規模の抗議活動が

発生した 7。

日本政府は事態鎮静化のため、10 月 5 日に玄葉外務大臣が異

例ともいえる台湾住民に向けたメッセージを出し、平和的解決を

呼びかけ、台湾側も好意的に応じた（台北駐日経済文化代表処 

2012）。その後、11 月末には予備会合を開催し、12 月に日本で

は自民党が政権に復帰し安倍内閣が成立したほか、麻生財務相な

ど知台派の入閣も多数あり台湾では交渉妥結の期待が高まった。

2013 年 2 月上旬に外交部は、「尖閣諸島の争いについて、中国大

陸と協力しない立場」を明確にしたこともあり ( 中華民國外交部 

2013a)、交渉は加速し、3 月の第二回予備会合の開催を経て、4 月

10 日には第 17 回交渉が開催され日台漁業取決めが署名された（公

益財団法人日本台湾交流協会 2013）。

同取決めは、日中日韓漁業協定と同様に領土問題には全く触れて

いない。具体的な内容は尖閣諸島の領海水域での台湾漁船の操業は

できないが、台湾漁船の操業可能な周辺水域が大幅に拡大され、国

民党政権も肯定し、台湾においては好意的に報じられた（自由時報 

2013a）。

ここで、個人、国家、国際システムの順番で検討してみる。

個人レベルでは、台湾側の馬総統は尖閣諸島問題は自身の博士論

文の研究テーマに取りあげ、青年時代に尖閣諸島の領有を主張する

活動に参加していたほか、総統就任後も同活動に理解を示す好意的

な言動を繰り替えすなど、関心の高さを随所に強調した指導者であ

った。一方で、対日関係の重要性に鑑み領土問題と漁業問題を切り

離して対応するプラグマティズムな対応を示し、東シナ海平和イニ

7	 中国では各地で破壊活動を伴う抗議活動が発生した。
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シアチブの提起もしていた。特に、2013 年 2 月に中国と尖閣諸島

問題では共闘しないことを言明し、中国を同問題に介入させず日本

との間で漁業協定を締結する強い意志を示していた。

日本側においては、野田前総理は領土問題では、中国や台湾に

対し「毅然」とした態度を示し、国が責任をもって静かな管理を行

う姿勢は一貫していた。その一方で、玄葉外相に台湾住民に対し日

台関係の重要性を強調するメッセージを発出させ、漁業交渉に関し

ても再開に向けた予備会合の開催を決断するなど、主権領土と漁業

を別々に対処する姿勢を示した。漁業取決め締結時の総理であった

安倍晋三氏は、閣僚になる以前の議員時代から台湾との関係を重視

し、日台関係強化に対する思いを隠そうとしなかった政治家であっ

た 8。安倍総理は、漁業取決め締結後の国会答弁では、「政治主導」

により「歴史的な署名」を達成したと述べたように、締結時には強

い意志で臨んでいた（第 183 回国会参議院予算委員会 2013）。

国家国内レベルでは、馬政権は聯合号事件や歴史認識など対日関

係の摩擦はあったが、対日重視政策を掲げ、野党の民進党も台日関

係強化の方向性に大きな異論はなかった。逆に同政権は対中融和政

策を採ったこともあり、尖閣諸島問題で中国との共闘を期待する一

部の勢力を抑え込み「親中派」の主張を排除し、対日交渉に臨んで

いた。

日本においては、台湾との漁業取決めにおいて影響を受ける沖縄

県八重山地方の漁民には従来の権益が損なわれることへの反発もあ

ったが、同海域においては台湾漁船の数、規模は八重山漁民よりも

圧倒的に大きく、漁業操業におけるトラブルも頻発しており、日本

側にも操業管理の枠組みが必要という認識があった。また中央政府

8	 多数の台湾外交部関係者が同様の証言を残している。
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からの補助金の拠出も約束されたこともあり、交渉に影響を来すほ

どの反対と抵抗はなかったとされている。

また、本交渉にかかわった日台の要人では安倍元総理、台湾外交

部高官のいずれもが東日本大震災における台湾官民の日本への支援

を通じて再発見された友好関係を大切にしたいという意識が働いた

とも指摘されている（自由時報 2013b）。

国際レベルでは、通常日台関係の発展や進展における最大の障害

的要素とみなされた中国の影響力は限定的であった。馬政権時代は

両岸関係が安定しており、日台実務関係の進展に露骨に干渉した事

案はほとんど無く、漁業交渉においての影響力は限定的であった。

ただ、安倍総理は国会答弁において、尖閣諸島問題で台湾が中国と

連携しない声明を出したことに言及するなど、中国の存在が意識さ

れていたのは間違いない。

また、日本外交において外圧の主役である米国の存在は、民主

党政権における尖閣諸島の「国有化」の決定前に、米政府要人が

日中関係の緊張を加速させることへの懸念を表明していた（春原 

2013）。また、日台漁業取決め締結後にケリー国務長官が歓迎の意

を表明したように、漁業問題をめぐる日台関係の摩擦に対しても、

米政府が関心の高さを示していたことは交渉妥結に間接的な影響を

およぼした可能性はあるが、米国の影響は限定的であった。

3　福島県周辺の食品輸入規制問題

東日本大震災により発生した福島第一原発事故により、日本の食

品に対し、輸入規制を実施した国・地域は台湾を含め当初 50 以上

もあったが、その後、日本政府及び地方自治体の努力により、各国

の規制撤廃が進み、2021 年 9 月には米政府が規制を撤廃した（外

務省 2021）。同年 9 月時点の統計では、規制を継続しているのは
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台湾のほか、中国・香港・マカオ・韓国など 14 の国・地域になっ

たと報じられていた（NHK 2021）。

日台関係の文脈において、食品輸入規制問題が政治化したのは、

馬政権末期の 2015 年 3 月に台湾の輸入業者が日本製加工食品の産

地偽装をしていた事案が発覚し、衛生福利部が「放射能危険地域」

と指定した福島、茨城、栃木、群馬、千葉の 5 県で生産された食

品の輸入規制の強化措置を同年 5 月から実施したことによる（石原 

2017a）。

新措置実施直前に岸信夫ら自民党の有志議員が同年 4 月末に訪

台した際に、馬総統に対し、同措置実施の延期や是正が提起された

が、前向きな反応は得られず、同問題の解決は民進党政権に持ち越

された。

2016 年 5 月に発足した民進党政権は、福島食品問題を日台関係

における懸案事項と捉え、日本側にも蔡政権が早期に善処すること

への期待が高まっていた。2016 年 11 月上旬に、衛生福利部は、立

法院で日本製食品の輸入に関し、地域別の管理方式を廃止し、低リ

スクとみなされる製品は随時検査と関連文献の証明書提出の方法に

より柔軟に処理する方針を説明した。実際に、同時期に外交部長、

国家安全会議秘書長らが非公式に訪日していた事実が報じられ、日

本側と意思疎通が行われたことが暗示された（風傳媒 2016）。

その後、政府は消費者団体との意思疎通の場として公聴会を 11

月中旬以降、台湾各地で開催したが、各地で野党系地方議員、消

費者団体などが押し寄せ、一部の会場では流血騒ぎの混乱を招い

たことで 12 月末には蔡総統も大晦日の談話で規制緩和措置を急が

ない考えを改めて示し、事実上、規制緩和措置は遠のいた ( 上報 

2016)。

その後、国民党は消費者団体らと協力し、福島食品問題を住民投
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票に持ち込み、2018 年 11 月の投票において福島県周辺 5 県の食品

輸入に関して禁止を継続する提案が賛成多数で可決し、日本政府社

会にも大きな衝撃を与えた。投票翌日に日本台湾交流協会の沼田代

表は、深い遺憾の意を表明した ( 自由時報 2018)。台湾の規定で

は、住民投票で決議された事案について、2 年間は同事案に反する

政策は推進できなくなり、規制緩和は一時的に遠のくことになった。

転機は、2021 年 9 月に台湾当局が CPTPP 加盟に正式申請したこ

とで訪れた。台湾では CPTPP 加盟のためには、日本が台湾に対し

て懸案とみなす福島食品問題の解決が不可欠との主張が見られた。

同年 12 月には米台間の経済懸案問題となっていた成長促進剤ラク

トパミン入りの米国産豚肉の輸入全面禁止を主張する住民投票が否

決され、福島食品解禁への流れは加速した。2022 年の 2 月 8 日に

行政院は記者会見を開催し、「日本食品輸入管制措置」として福島

周辺 5 県の食品農産物に対する輸入規制を大幅に緩和すると発表し

た（石原 2022）。更に、3 月 4 日に日台双方は、日台間の食品安

全協力を円滑に推進するための協力文書である「食品安全及び食品

の輸出入に関する協力に係る覚書」に署名し、日台食品安全問題の

交流と強化が文書で確認され、日台間の経済関係はほぼ正常化され

た（公益財団法人日本交流協会 2022）。

三つのレベルによる検討では、個人レベルでは、台湾側は、馬前

総統が産地偽装問題が浮上した早い段階で規制強化の指示を出すな

ど、強硬姿勢で臨み日本側の度重なる働きかけに真剣に取り組むこ

とは無かった。蔡総統も当初は、果敢に解決を試みたが、野党だけ

ではなく社会の反発も強く早期解決を断念し、取り巻く環境の変化

を待つ必要があり、個人的な影響力は限定的であった。

国内レベルでは、台湾では中国から輸入された汚染粉ミルク、

劣化油など台湾住民に食品安全面で脅威を与える事案がしばしば起
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きており、台湾住民が政府の食品管理体制に万全の信頼がないのに

加え、「反原発」に関しては、台湾社会においては日本以上に一定

のコンセンサスがあるため、福島原発事件以降の日本食品の輸入に

関しては過度に敏感になっていた。そのような状況下で、産地偽装

の事案が摘発されたことで、地方議員、立法委員なども世論に乗じ

て政府に強い反対行動に移す動機となったことで、国民党から民進

党に政権交代があっても輸入規制緩和には時間を要することとなっ

た。

国際システムの視点からは、中国は未だに福島周辺食品の輸入制

限を継続している国であるが、この問題への日台双方への圧力は無

いが、台湾では中国が対日接近を示唆するカードとして、対日食品

規制の解除に踏み切る可能性が論じられてきた。また、CPTPP 加

盟に関しては、台湾経済の中国への依存度を減じるために日米な

どが半導体などハイテク製品のサプライチェーンの再建に積極的

な動きを見せ、新たな秩序を模索しているという実情から、米国

が 2021 年 9 月に日本製食品輸入規制を解除したことは、台湾の民

意や政策決定に一定の影響を及ぼした可能性がある。そして、台湾

が国際自由貿易体制への関与が国家発展に不可欠という点から、

CPTPP 加盟申請に舵を切ったことで、CPTPP 主要国である日本と

の経済関係発展のための障害となっていた福島食品輸入制限撤廃に

踏み込むことになった。

六　むすび

本稿では、馬英九政権、蔡英文政権下の日台関係に対して、ケネ

ス・ウォルツの提示した分析枠組みである、個人、国家、国際シス

テムの視点から、2010 年に締結された交流と協力関係に関する覚

書事案、交渉開始から 16 年を経て合意された「日台漁業取決め」



問題と研究� 第 52 巻 2 号

－170－

事案、国民党、民進党両政権で暗礁に乗り上げながらも最終的に妥

結に至った福島周辺食品の輸入規制問題の事案を取り上げ分析を行

った。

実務関係の進展に関しては、日台双方の指導者及び国民レベルの

いずれにおいても日台関係の実務的進展は支持しており、双方の政

権交代においても大きな差異は認められなかった。国際システムに

関しては、通常日台関係の進展に大きな外圧要素となる中国の影響

力は、国民党政権、民進党政権で維持強化された交流の内容が、ハ

イポリテイックスのイシューでなかったことから、限定的なもので

あった。

漁業取決めに関しては、長年台湾が独自の主張に基づく見解を

堅持したため、進展が無かったが、日中間における領土問題の緊

張、日本の「国有化」措置などで緊張が高まり、双方で取決めを通

じて、中国の介入を排除し、領土問題を暫時抑え込もうという意図

のもとに安倍総理、馬総統の日台双方のリーダーが漁業と領土を切

り離す決断を行い妥結に至ることになった。本件においては、中国

の明白な介入はなかったが、日台双方の当事者には、東日本大震災

後の友好的な日台関係の雰囲気が交渉妥結を後押しした側面もあっ

た。

食品輸入規制問題は、馬政権で規制が強化され、蔡政権下で政権

発足直後から規制緩和を模索したが、事態が政治化し、当初は先送

りの決定がなされた。日本側は、安倍元総理を含め、台湾の内政と

みなし、台湾側に対し善処を求めるだけであった。同問題は、台湾

国内における厳しい食品安全に対する見方とその民意を背景に政治

家、消費者団体が活発な反対運動を展開した。しかし、コロナ禍で

半導体などハイテク製品のサプライチェーンの再編が加速し、中国

が CPTPP 加盟に申請するなど国際情勢が変わる中、台湾も CPTPP
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加盟へと舵を切った。台湾側は加盟には日本の協力が不可欠という

認識もあり、福島食品問題の解決は喫緊の課題となったように国際

システムの変動が台湾の対日規制政策を緩和させる契機となった。

今後は、本稿では検討出来なかった、日台民間投資取り決め、歴

史認識をめぐる摩擦、日台海洋協力対話の立ち上げ、コロナ禍の医

療外交などに対しても、個人・国家・国際システムの枠組みにより

分析を重ねていくことで実証的な日台関係研究の蓄積に貢献してい

きたい。

（寄稿：2023 年 3 月 31 日、採用：2023 年 6 月 21 日）
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政權輪替時期下的台日關係： 
層次分析法

石原忠浩

（國立政治大學日本研究學位學程助理教授／國關中心合聘助理研究員）

【摘要】

1972年日本與中共建交與日華斷交的結果，使得台日關係在「一

個中國政策」的框架下，得以維持、強化「非政府間實務關係」。進

入本世紀後，台灣經歷三次政權更迭。日本也在自民黨長期主導政權

的過程中，一度經歷由民主黨（DPJ）執政的時期。另一方面，台日

間務實交流無論在質與量上都有所提升並深化。

在本文中，作者以在分析國際關係時，經常援用的個人、國家與

國際體系的層次分析法，梳理自馬英九政府到蔡英文政府時期的台日

關係演變。並以 2010年 4月台日簽署交流與加強合作備忘錄、自 20

世紀末起懸而未決的台日漁業協議的塵埃落定，以及在 2022 年 2 月

解禁的福島五縣食品安全問題的三個事例，進行探討。

關鍵字：台日關係、日本、台灣、層次分析、實務關係
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Japan-Taiwan Relations During the Change 
of Government: From the Perspective of 

Level of Analysis

Tadahiro Ishihara
Assistant Professor, Program in Japan Studies / 

Assistant Research Fellow, Institute of International Relations,  
National Chengchi University

【Abstract】

As a result of the normalization of relations between Japan 
and China and the severing of diplomatic relations between Japan 
and R.O.C in 1972, relations between Taiwan and Japan have been 
maintained and strengthened as a “working relations on a non-
governmental  bas is”  under  the  “One China” Pol icy.  Since the 
beginning of the 21st century, Taiwan has experienced three changes 
of government. Japan also experienced a change of government led by 
the Democratic Party of Japan (DPJ), while the LDP-led government 
remained in power for a long time. Meanwhile, practical exchanges 
between Japan and Taiwan have increased and deepened in both 
quantity and quality.

This paper summarizes the flow of Japan-Taiwan relations from 
the Ma administration to the Tsai administration, using the level 
of analysis that are used to analyze international relations at the 
individual, national, and international system levels. It will also discuss 
the Memorandum of Understanding on Strengthening Exchanges and 
Cooperation (April 2010), which led to the development of Japan-
Taiwan working relations; the Japan-Taiwan Fishery Agreement, 
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which has been a pending issue since the late 20th century; and the 
Fukushima food safety issue, which was resolved in 2022.

Keywords:  Japan-Taiwan relations, Japan, Taiwan, Level of analysis, 

Working relations
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